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る部分は違憲であると判示した最大判平成 27 年 12 月 16 日第 69 巻 8 号 2427
頁（以下，「平成 27 年判決」とする）である。それを受けて，民法 733 条の再
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定のうち 100 日の再婚禁止期間を設ける部分は，憲法 14 条 1 項にも，憲法 24





























講ずる必要がある」との理由から，改正案が策定され，その後，平成 28 年 6









有する実質法の例として紹介されてきた，ドイツの 10 ヶ月，フランスの 300
日の規律についても，ドイツが 2005 年，フランスが 2004 年に全面的に廃止さ















2005 年に再婚禁止期間規定の削除が実現した 24。その他，ノルウェーが 1969 年
に，デンマークとスェーデンが 1970 年に，スペインが 1981 年に，オーストリア，
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eliminated(as of October 1, 2020)：なお，ウィスコンシン州では，2019年12月に，6ヶ月の
再婚禁止期間が設定されている同州法Ch.765.21条 (2)の廃止のための法案が議会に提出さ
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湾家事事件法 3条の 2及び 65 条 40 に規定される再婚後に出生した子の父の確
定を求める訴えでの処理で足りるとし，待婚期間は廃止された 41。一方，異なっ
た解消法をとるのがスイスである。前述の通り 1998 年に再婚禁止期間に関す
































国民法典 312 条 1 項に「婚姻中に懐胎され，又は出生した子は夫を父とする」
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わが国のほか，韓国 52 や台湾 53，アルゼンチン 54 などは，懐胎前の婚姻を前提と
する懐胎主義をとっている。この立場では，出産時の母の夫が必ずしも子の父



































































生主義をとりつつ（1592 条 1 項），婚姻が死亡により終了した場合で，300 日
以内に子が生まれた場合には死亡した父の子とされる（1593 条 1 文）ことから，
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は第８回会議（2020 年 6 月 30 日開催）部会資料８「嫡出推定制度の見直し１（二
読）」において，以下のようなたたき台としての案がされている。



































を与えるといえる。仮に民法 773 条が廃止された場合，人訴法 2条 2号は変更
を余儀なくされる。ここで，「父の確定求める訴え」とのみになる，あるいは，
削除されるということが想定される。もっとも，たたき台通りの立法になった

















限定を付している人訴法 2条 2号の父を確定する訴えではなく，人訴法 2条柱
書にある「その他の身分関係の形成又は存否の確認を目的とする訴え」に包摂
されるべき「渉外事案での父の確定を求める訴え」で処理すべきであると思わ
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成立の準拠法選定方法」澤木敬郎＝秌場準一編『国際私法の争点〔新版〕』（有斐閣，1996）
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40
